
（別記） 

令和５年度北見市農業再生協議会（端野町地域水田農業推進協議会） 

水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

 当地域では、水稲や麦類、馬鈴しょ、てん菜、豆類を中心とした畑作物と、玉ねぎを主

力とした野菜・園芸作物など多種多様な作物が作付されている。 

 しかし、輪作体系の定着が不十分であることから、収量の減少や病害虫の発生拡大が大

きな課題となっている。 

 また、農業従事者の高齢化が進み、農家戸数の減少により１戸当たりの面積が拡大する

中、労働力不足や担い手不足が懸念されることから、担い手の育成と確保、作業の省力化

等が求められている。 
 
２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力 

強化に向けた産地としての取組方針・目標 
 

（１）湿害対策の推進 

 転作作物の品質確保・収益力の強化に繋げるため、湿害対策に有効な排水性改善対策を 

推進する。 

（２）収益性の向上対策 

・豆類にあっては、大豆の狭畦栽培およびマメシンクイガ防除の推進を図り、小豆では、 

褐斑細菌病・菌核病防除および密植栽培を推進する。 

・てん菜にあっては、直播栽培の普及により労働力の負担軽減を推進する。また、褐斑病  

防除の混合剤を推進することで、作業の省力を推進する。 

・麦類にあっては、秋まき小麦の倒伏防止による茎稈伸長抑制剤の推進および春まき小麦  

では、追肥による高タンパクの推進を図ることで、収益力を強化する。 

（３）高収益作物の推進 

 安定した収量確保に向けた取組を継続し、高収益作物の作付推進を強化する。 
 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

（１）地域の実情に応じた農地のあり方 

 当地域では、水稲の作付はほぼ固定化している中で、今後においても一定の作付は維持

し続けるが、実情として担い手不足や労働力不足は、喫緊の課題となっている。そのよう

な中、水田を維持し続けるのか、畑地に切り替えるかは、当該農業者の意向を尊重しつ

つ、地域内で慎重に協議していく。 

（２）水田の利用状況の点検方針・点検結果を踏まえた対応方針 

水田の利用状況の点検については、毎年現地確認等を実施した中で、畑作物の定着状況

を確認しつつ、当該農業者に対し水稲作付意向の確認を踏まえ、地域に即した対応を進め

る。また、水稲（水張り）を組み入れたブロックローテーションの作付体系は、米のタン

パク質の含有量に影響することや排水性・作業効率の低下といった課題が生じることか

ら、畑作物に定着している交付対象水田は今後においても継続した畑地化の取組を検討す

る。 

 

 



４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

 地域の中でも重要な作物であり、基幹作物の一つとして消費者から求められる「良質、

良食味米」の計画生産及び安定供給を維持し、関係機関との連携のもと「もち米団地」の

指定を今後とも堅持する。 

 また、消費者のニーズに対応した安全・安心な生産を推進し、安定収量確保に向けた品

種の選定と栽培技術の高位平準化を図る。 

 

（２）備蓄米 

    現状、栽培には取り組んでいない。 

 

（３）非主食用米 

 

  ア 飼料用米 

    現状、栽培には取り組んでいない。 

 

  イ 米粉用米 

    現状、栽培には取り組んでいない。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

    現状、栽培には取り組んでいない。 

 

  エ WCS 用稲 

    現状、栽培には取り組んでいない。 

 

  オ 加工用米 

    令和５年産の加工用米生産にあっては、生産の目安に即した面積拡大・維持に努 

める。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

・麦類（秋小麦・春小麦） 

良品質で安定した生産・出荷による体制の構築と、農地の団地化および利用集積を促 

し、輪作体系に必要不可欠な地域の基幹作物として更なる生産性・品質の向上のため、 

適正な輪作体系の確立等に努める。 

 ・大豆 

 土壌病害虫の発生防止や地力向上に大きな効果があるため、他の豆類も含め４輪作体系 

への定着を図る。また、土づくり対策を図り、地域の利用集団の組織育成支援、栽培技 

術の高位平準化を推進し、作付面積の維持・拡大を目指す。 

・飼料作物 

粗飼料作付面積の確保と定期的な草地更新により良質な自給飼料の生産維持に努める。 

 

（５）そば、なたね 

 実需者との契約に基づき、栽培面積の維持に努める。 

 

（６）地力増進作物 

 労働生産性の高い麦類や大豆の連作により地力の低下が懸念事項であるなか、収量増加

に向け、地力増進作物を導入し、生産コストの低減及び環境負荷の軽減に取り組む。 



 

（７）高収益作物 

 ・野菜類（玉ねぎ 他） 

 地域を代表とする基幹作物であり、今後も適切な輪作体系の確立と作付面積維持に努

め、収量の確保と品質の高位平準化により安定生産を目指す。 

 また、土づくり対策に加え排水対策を実施し、栽培技術の高位平準化の推進により安定

供給に努める。 

 ・馬鈴しょ 

 道内の主要産地としての安定供給を図り、需要の高い品種構成に努める。また、適正輪

作維持に不可欠な基幹作物として作付面積の拡大を目指す。 

 

（８）その他 

 ・てん菜 

 低甘味料の需要低下により作付面積が減少しているものの、輪作体系を維持する上で必

要な作物として品質の向上及び安定生産に向け、適期防除の徹底、有機質資材の施用を推

進を図る。また、労働力不足に向け、直播栽培の面積拡大に向けた栽培技術の導入を目指

す。 

 ・小豆 

 近年、国産化に向けた需要が高まりつつある作物として、作付振興を図る。 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 

 ※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

238.67 230.68 257.84

20.26 20.26

124.74 125.50 105.00

89.59 79.60 84.00

20.63 21.68 29.51

・子実用とうもろこし

0.71 1.41 0.85

9.87 15.90 11.00

・野菜 377.10 367.20 359.00

・花き・花木

・果樹

・その他の高収益作物

73.38 50.40 86.15

・てん菜 71.63 43.90 81.00

・小豆 1.75 6.50 5.15

11.79 441.38 441.38

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物

麦

作物等

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和５年度の

作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

1 野菜類 野菜作付助成 作付面積 （2022年度）352.90ha （2023年度）365.00ha

2
馬鈴しょ（でん粉原料用品
種を除く）

馬鈴しょ作付助成 作付面積 （2022年度） 23.97ha （2023年度） 25.00ha

ﾏﾒｼﾝｸｲｶﾞ防除取組面積 （2022年度） 84.46ha （2023年度） 84.00ha

狭畦栽培取組面積 （2022年度） 14.27ha （2023年度） 26.00ha

単収の増加 （2022年度）232kg/10a （2023年度）267kg/10a

作付面積 （2022年度） 88.78ha （2023年度） 84.00ha

褐斑病防除実施面積 （2022年度）  0.00ha （2023年度）  2.70ha

菌核病防除実施面積 （2022年度）  1.75ha （2023年度）  5.15ha

密植栽培 （2022年度）  1.75ha （2023年度）  4.00ha

単収の増加 （2022年度）265kg/10a （2023年度）280kg/10a

作付面積 （2022年度）  1.75ha （2023年度）  5.15ha

直播栽培取組面積比率 （2022年度） 69.34% （2023年度） 80.00％

混合剤による褐斑病防除取組面積 （2022年度） 13.35ha （2023年度） 40.50ha

堆肥施用取組面積 （2022年度）  8.60ha （2023年度）  5.00ha

作付面積 （2022年度） 71.59ha （2023年度） 81.00ha

茎稈伸長抑制剤の散布面積 （2022年度） 71.61ha （2023年度） 64.00ha

単収の増加 （2022年度）503kg/10a （2023年度）626kg/10a

作付面積 （2022年度） 80.34ha （2023年度） 78.00ha

取組面積 （2022年度） 41.89ha （2023年度） 28.50ha

タンパク含有率 （2022年度） 12.30% （2023年度） 13.50%

作付面積 （2022年度） 43.20ha （2023年度） 32.00ha

8 休閑緑肥作物 輪作補完作付助成 作付面積 （2022年度）  9.87ha （2023年度） 11.00ha

取組面積 （2022年度）194.29ha （2023年度）237.00ha

普及率 （2022年度） 29.41％ （2023年度） 35.00％

作付面積（野菜類） （2023年度）352.90ha （2023年度）365.00ha

作付面積（馬鈴しょ） （2022年度） 23.97ha （2023年度） 25.00ha

作付面積（大豆） （2022年度） 88.78ha （2023年度） 84.00ha

作付面積（小豆） （2022年度）  1.75ha （2023年度）  5.15ha

作付面積（てん菜） （2022年度） 71.59ha （2023年度） 81.00ha

作付面積（秋まき小麦） （2022年度） 80.34ha （2023年度） 78.00ha

作付面積（春まき小麦） （2022年度） 43.20ha （2023年度） 32.00ha

10 そば そば作付助成 作付面積 （2022年度）  0.71ha （2023年度）  0.85ha

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

整理
番号

対象作物 使途名 目標

3 大豆
大豆の
生産性向上助成

4 小豆
小豆の
生産性向上助成

5 てん菜
てん菜の
生産性向上助成

9

野菜類
馬鈴しょ（でん粉原料用を
除く）
豆類（大豆・小豆）
てん菜
麦類（秋まき小麦・春まき
小麦）

排水性改良作業機によ
る湿害対策助成

6 秋まき小麦
秋まき小麦
倒伏防止助成

7 春まき小麦
春まき小麦
高タンパク取組助成



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：北海道

協議会名：北見市農業再生協議会（端野町地域水田農業推進協議会）

1 野菜作付助成 1 31,720 別紙のとおり 作付面積に応じて支援

2 馬鈴しょ作付助成 1 55,850 馬鈴しょ（でん粉原料用品種を除く） 作付面積に応じて支援

3 大豆の生産性向上助成 1 17,240 大豆 ﾏﾒｼﾝｸｲｶﾞ防除を2回以上実施、狭畦栽培の実施

4 小豆の生産性向上助成 1 31,720 小豆 褐斑病防除の実施、菌核病防除の実施、密植栽培の実施

5 てん菜の生産性向上助成 1 41,370 てん菜
直播栽培、混合剤を用いた褐斑病防除の実施、堆肥の施
用

6 秋まき小麦倒伏防止助成 1 17,240 秋まき小麦 茎稈伸長抑制剤を1回以上散布した実施面積

7 春まき小麦高タンパク取組助成 1 17,240 春まき小麦 尿素の葉面散布を1回以上実施

8 輪作補完作付助成 1 17,240 別紙のとおり 緑肥作物の栽培を行い、ほ場のすき込みの実施

9 排水性改良作業機による湿害対策助成 1 6,900 別紙のとおり カットドレーン又はカットソイラ―を用いた排水対策

10 そば作付助成 1 20,000 そば 作付面積に応じて支援

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。


